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Abstract

Calibration equipment of capacitance standards based on a Quantized Hall Resistance (QHR) has been established and
maintained at NMIJ since 1990s. The equipment operation and calibration traceability of the capacitance standards accred-
ited by Japan calibration service system are confined at the frequency of 1 kHz so far, because some technical improvements
should be required to construct the calibration equipment operated at the higher frequencies. However, industrial commu-
nity of electronics significantly claims the calibration service at the frequencies at least up to 1 MHz. This report introduces
new frequency-extended calibration methods which have been developed by NPL and Agilent Technologies. Several tech-
niques playing a key role for the extension are also described.

1． 序論

携帯電話や各種通信機器等，小型化かつ高品質化が要
求されるエレクトロニクス製品において不可欠な素子の
ひとつとして，チップコンデンサなどのセラミック製電
子デバイスが挙げられる．このようなセラミックキャパ
シタは半導体デバイスと異なり，製造業者の深い技術的
蓄積が必要であり，この点で日本のセラミックデバイス
メーカーの世界的優位性が保持されている．また急速に
高密度化する，大規模集積回路（LSI）において深刻な課
題であるLow－ kの正確な評価も重視され始めている1）．
近年，エレクトロニクス製品の高品質化は単なる高付加
価値製品の需要を満たす目的だけではなくなった．自動
車や航空機，医療機器など，社会生活の安全に直接関係
する製品にはエレクトロニクス技術が欠かせなくなって
きており，この技術基盤の不安定は社会不安を招く．
このエレクトロニクス技術基盤の安定は，デバイスの
正確な計測がなければ成り立たない．上記実例を示すま
でもなく，特にキャパシタンス計測はデバイスの電気特
性評価における中核的計測技術である．計測の｢ものさ
し｣であるキャパシタンス標準の整備状況がその技術基盤
の安定性を左右するのは言うまでもない．そこで本技術

資料では，キャパシタンス標準に焦点を当て，この標準
の現状と現在課題となっている問題点を調査した内容に
ついて報告する．
第2章では，キャパシタンス標準の現状と計量標準総
合センター（NMIJ）におけるキャパシタンス標準供給体
制について紹介する．第3章では，国内のキャパシタン
ス標準に関する調査結果に基づき高周波化の必要性を論
じ，諸外国の現状を紹介する．第4章では，高周波化の
技術的検討を行なう．最後に第5章で総括する．なお本
資料における｢高周波｣の対象周波数範囲は10kHz～数十
MHzとし，これ以上のいわゆるマイクロ波，ミリ波，サ
ブミリ波と呼ばれる高周波とは区別して使用している．

2． キャパシタンス標準

近年のキャパシタンス標準は，クロスキャパシタと呼
ばれる装置により維持されてきた．クロスキャパシタは，
その原理が提唱されて以来2），NIST（米国）やNMIA（オー
ストラリア）など，主要国標準研究所（NMI）において
構築され3）－6），キャパシタンス標準の維持，供給に重要な
役割を果たしてきた．クロスキャパシタによる容量測定
は，その原理上長さ計測にのみ依存する．これは，長さ
に基づく絶対測定（長さ，質量等のSI基本標準に基づい
て，一次標準に値付けを行なう測定）であるため，静電＊ 計測標準研究部門　電磁気計測科

技 術 資 料
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容量はSIトレーサブルとなっている7）．しかしながら実
際には，装置の製作において熟練の技術を要し，その操
作においては，高精度な位置調整が要求されるなど，標
準の開発，維持，供給の諸段階において不確かさを増大
させる諸要因が存在するため，原理の提唱から半世紀経
過した現在でも開発途上の標準装置となっている．
クロスキャパシタの技術的問題などから，近年ではこ
れとは異なる原理・機構によってキャパシタンス標準を
確立する方法が採用されはじめており，NMIJではこの方
法でキャパシタンス標準を維持している．1980年に量子
ホール効果が実証されて以来，従来の直流抵抗一次標準
であった標準抵抗器に替わり，この効果を利用した量子
化ホール抵抗（Quantized Hall Resistance；QHR）により
抵抗標準を実現する動きが各国標準研究所によりなされ
た7）．量子ホール効果の歴史的経緯，原理については詳細
な文献がある8）．量子化されたホール抵抗RH（i）は，

（1）

で表される．ただし hはプランク定数，eは電子素電荷，
iは整数．ここで抵抗の絶対値を知るにはh/e2が正確に導
出されなければならない．この導出はクロスキャパシタ
の他，アボガドロ定数，微細構造定数など，様々な基礎
物理定数の測定から独立に，または組合わせによりなさ
れた．これらの測定は全てSIトレーサブルである．各国
標準機関により実施された，互いに独立した測定結果に
基づいて，1988年に国際度量衡委員会主導のもと，h/e2

の値を得た9）．この過程で得たh/e2の値を特にRKと呼称
することにし，

（2）

となった．不確かさを伴ったこの数値は，SIトレーサブ
ルという点において問題は生じない．しかしながら標準
抵抗器ですでに10-8 台の不確かさを実現していた点を考
慮すると，RKにおける10-7台の不確かさは抵抗標準にお
ける校正能力としては劣ることになる．そもそもこの不
確かさは，各標準研究所で出された値同士のばらつきに
基づいており，各々の値自体は極めて高い精度でh/e2を
導出している．すなわち基礎物理定数測定自体の不確か
さを反映していない．そこでこの不確かさを除いた表記
RK-90を作り，これをRKの協定値と呼称することになった．

（3）

QHRによる抵抗標準は，この協定値を使うことによ
り，10-8または10-9台の不確かさで標準を実現することが
できるようになったが，一方現状ではSIにはトレースし

ないという問題点を抱えることになった．この点は今後
の基礎物理定数測定の検討と国際比較の実施により，RK
の不確かさを向上させることが必要である．以上の様に，
協定値を採用することにより不確かさがない抵抗標準が
実現したが，これを出発点とすることで，以下のような
過程でキャパシタンス標準を実現できるようになった．
NMIJが採用しているキャパシタンス標準供給体制を図1
に示す10）．この体制は次の三段階に分けられる．
① 現在のNMIJ直流抵抗標準である量子化ホール抵抗
より100Ω抵抗器を校正する．次にこれをもとに，交
直差計算可能な10kΩ抵抗器を校正する．これで交流
抵抗値が得られたことになり，10：1抵抗ブリッジを介
して100kΩ抵抗器が校正される．
② 100kΩの値をともに1nFキャパシタンス標準器が校
正される．しかし交流抵抗とキャパシタンスはイン
ピーダンス成分としては互いに位相が90°異なる（直
角位相）関係にあるため，通常のブリッジ回路では校
正できない．ここでは，位相が90°異なる2つの電源
をもつ直角相ブリッジを使うことでキャパシタンス標
準の校正が可能となる．なおNMIJでは周波数可変の
直角相ブリッジ（Multi-frequency Quadrature Bridge）
を構築して利用されている11）．
③ 1nF の値をもとに，10：1 容量ブリッジを介して

図1　NMIJにおけるキャパシタンス標準供給体制フロー図10）
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100pF，さらに10pFへと順次校正が行われる．
この手法により，NMIJでは10pF ～1nF, いずれも1kHz
で整備が完了している．この手法の利点は，QHR標準に
より抵抗，容量の両標準が実現でき，開発・維持に課題
があるクロスキャパシタを必要としない点にある．この
ため各標準研究所でこの手法の採用が進むものと思われ
た．しかし，QHR標準からキャパシタンス標準まで値を
移すための一連のブリッジ装置群の構築が容易ではなく，
現在でもクロスキャパシタによる標準の維持が多くの標
準研究所において実施されているのが現状である．その
中で，現時点ではNMIJの他にはNPL12），13）がQHR標準
を源流としたキャパシタンス標準の維持供給を実現して
いる．なお最近では，例えば台湾のNMIであるCMSで
もこの方式の採用を予定しており14），今後技術的困難を
克服し，各国のNMIで採用されることも予想される．

3． 国内トレーサビリティ体系と各国標準研究所の現状

3.1　NMIJから産業界へのトレーサビリティ

NMIJから産業界へのキャパシタンス標準のトレーサビ
リティ体系の一例を図2に示す15）．登録事業者として，日
本電気計器検定所（日電検：JEMIC）を例とする．まず
JEMICの特定二次標準器がNMIJにおいてC = 100pF，f

= 1kHz で校正される．次にこれを標準器とし，容量ブ
リッジを利用して容量拡張を行ないながら各容量のワー
キングスタンダードを校正する．最後にこれを標準器と
し，産業界所有の校正器物を校正する．

3.2　登録事業者－JEMICにおける標準供給の現状

ところで，JEMICが JCSS認定を受けている，あるい
は近々受ける予定の校正は，C = 1pF～ 10nF，f = 1kHz
に限定されている．しかしながらJEMICはこれ以外の容
量，周波数範囲の校正も実施している．この場合JEMIC
独自の校正となり，国家標準にトレーサブルではない．
そこで，ここではJEMICが行なっているキャパシタンス
標準校正の詳細をみる．JEMICが平成14～ 16年度に実

図2　国内トレーサビリティ体系の一例15）

図3　JEMICにおける周波数別標準キャパシタ校正実績
（平成14～ 16年度の積算）

施した，標準キャパシタ校正実績の周波数別割合を図3
に示す．JCSS認定範囲は5割程度で50～ 400Hzの低周
波帯域が3割，10 kHz～1 MHzの高周波帯域が2割程度
である．低周波帯域はJCSS未認定であるが，技術的課題
はあまりなく，今後認定を受けると予測される．逆に高
周波帯域は以降で述べるように技術的課題があるが，そ
れでも産業界への供給が全体の2割程度も存在すること
は，この帯域における産業界の需要の高さの裏付けであ
るといえる．

3.3　各事業者における高周波帯域標準供給体制

JCSS未認定である高周波帯域での校正を実施している
機関はJEMICだけではない．ここで，いくつかの事業者
における高周波帯域校正の現状についてまとめる．
・JEMIC：製作時（約20年程前）に周波数依存性の評
価と不確かさ評価を行なったキャパシタを標準とし
て，1MHzまで校正を実施．その後，周波数依存性の
再確認が実施できない状態であるため，JCSS認定の
取得が困難な状況にある．

・Agilent Technologies：13 MHzまで測定可能な計測器
のメーカーであるため，独自の方式で同周波数まで
校正を実施．この方式については後に紹介する．
JCSS認定を必要としており，NMIJからの供給開始
待機中である．

・長野県工業技術総合センター：1MHzまでの校正の
要望が産業界からきているが，実施していない．し
かしNMIJからの供給が開始されれば校正体制を整
え，JCSS認定を受けたいと考えている．
この様に1kHz以上の高周波帯域では，個々の校正事業
者が独自の方法で校正を行なっているか，または産業界
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からの要求を満足できない状況である．これはNMIJに
おいて高周波化の技術を有し供給開始をすることが急務
であることを意味する．この結果各事業者がJCSS認定を
受けることができれば，産業界の需要を満足することが
可能となる．

3.4　各国標準研究所における高周波帯域標準

ここで諸外国の標準研究所における高周波帯域のキャ
パシタンス標準の供給状況について紹介する．いくつか
の標準研究所において高周波帯域における校正を実施し
ているが，表1に1MHz以上の校正能力を有する標準研
究所を列挙する．ここでNIST16），KRISS17）以外は，BIPM
のAppendix Cに登録されている18）．ここでは校正方式別
に3分類している．①はNPLが開発した方式で，現在NPL
のみがこの技術を有する．②はAgilent Technologiesが開
発した方式で，現在いくつかの標準研究所が採用してい
る．③はその他の方式であるが，これは①，②と比較し
て古典的であり，高精度な校正が期待できない．今後各
国で高周波キャパシタンス標準を立ち上げるにあたり，
①，②の方式が主流になると予想される．この両方式に
ついては後に紹介する．

4． キャパシタンス標準の高周波化の検討

理想的な標準キャパシタのインピーダンスはZ = 1/jωC

であるが，実際にはキャパシタ電極と端子とつなぐ導線
において交流抵抗やインダクタンスが，また電位差のあ
る部位に浮遊容量が存在する．このいわゆる寄生イン
ピーダンスが交流インピーダンス測定でしばしば問題と
なる．キャパシタンス標準の高周波化では技術的な中心
課題であり，寄生インピーダンスをできるだけ精度よく
知ることが高周波化実現の鍵となっている．
寄生インピーダンスを直接測定する技術は今のところ
開発されていない．そこでNPLとAgilentは，標準器の
寄生インピーダンスを見積もり，これをもとに校正器物
（DUT）の校正を行う方法を各々独自の手法として開発し

表1 1MHzでの校正能力を有する各国標準研究所（校正技術別に
分類）16）－18）

（a）

（b）

た．本章では各々の技術的要点について紹介する．その
後，両技術を比較することで各々の長所，短所を検討す
る．なお本文では便宜上，両技術を NPL 方式および
Agilent方式と呼ぶ．

4.1　NPL方式

Jonesは，4端子対定義に基づくキャパシタンス標準器
の共振周波数を測定することにより，寄生インピーダン
スの周波数依存性を見積もる手法を提案した19）．測定結
果として得られる見かけ上のキャパシタンスCeは周波数
に依存するが，これは直列寄生インダクタンスが主起源
である．
この場合，Ceによるリアクタンスは，

（4）

ただし lは，4端子対定義点間の直列寄生インダクタン
ス，C0は，キャパシタを構成する電極間のみのキャパシ
タンスで，周波数に依存しない定数である．1 kHzではCe

～～C0である．（4）は，次のように変形できる．

（5）

（5）は，lが分かればCeの周波数特性が分かることを意
味する．
寄生インピーダンスを考慮した4端子対標準キャパシ
タの回路を図4に示す．図4（a）は1kHz程度の低周波帯

図4 寄生インピーダンスを考慮した4端子対標準キャパシタ：
（a）低周波帯域における等価回路（b）高周波帯域における等
価回路と測定系（H，Lは各々4端子対における高電位側，
低電位側の定義点）19）
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域に適切な等価回路である．本来は交流抵抗が存在する
が，本標準器では非常に小さく，リアクタンス成分のみ
を対象とする本方式では無視して差し支えないとして除
外している．低周波でのリアクタンスはほぼ容量性で，
誘導成分は無視できるほど小さい．従って寄生インピー
ダンスとしては，ケーブル電位－外箱電位間に生じる浮
遊容量が考えられる．本回路では高電位側（H）と低電位
側（L）の2つのケーブル電位が存在するため，図に示さ
れる浮遊容量CH，CLが存在することになる．測定周波数
の高周波化に伴い，誘導成分が無視できなくなる．図4
（b）に寄生インピーダンスにおいてインダクタンスも考
慮した場合の等価回路を示す．低周波では無視できた測
定ケーブルのインダクタンス（直列寄生インダクタンス）
が等価回路の要素として考慮に入る．
本測定では最初に，1kHzにおいてCHとCLの測定を行
なう．C0は予めメーカーにより校正されていて既知であ
る．低周波帯域なので等価回路は図4（a）である．LP端
子の同軸内部－外部間をショートし，HP端子の同軸内部
－外部間で一端子対キャパシタンス測定を行なう．これ
はC0とCHの並列回路の測定になるため，C0+ CHの値が分
かる．C0が既知なのでCHが得られる．逆にHP端子の同
軸内部－外部間をショートし，同様の測定を行なうこと
でCLが得られる．
次にこの回路の共振周波数において以下のような測定
を行なう．共振周波数でのリアクタンスは誘導性と容量
性の拮抗点であるため，等価回路としては図4（b）が適
切である．この測定を行なう回路を図4（b）に同時に示
す．ディップメータは周波数を変調しながら被測定回路
の共振周波数を検知できる装置である．被測定回路であ
る標準キャパシタには，ディップメータのインダクタと
相互誘導するためのインダクタ素子（インダクタンス：
L5）が接続される．L5は校正されていて既知である．共
振周波数において，以下の関係になる．

（6）

ただしωr（rad/s）は共振点における各振動数．なおCT
は，

（7）

である．既にC
H
，C

L
が分かっているので，C

T
は計算によ

り得られる．（6）式は，

（8）

ここでL2，L3を決める必要があるが，個々に決定できな
いため，Jonesはこれらの値を lの不確かさに繰込んでい
る．（8）で決まったlを（5）に代入することで，Ceの周波数
依存性が決められる．図5は，公称値1nF標準キャパシ
タにおける，1kHzの値で規格化されたキャパシタンス
（ΔC/C0）×100の周波数依存性である．なお，

（9）

である．l = 0.05nHと見積もられた場合，1MHzでは約0.2
％大きくなる．点線は lの不確かさに起因する（ΔC/C0）
×100の不確かさ範囲を示している．
以上で紹介した方法により，キャパシタンスの周波数
依存性が見積もられた．これを標準器とし，次に校正器
物に値付けを行うが，1kHzとは異なる技術が必要とな
る．Awanらが構築した高周波用ブリッジ回路を図6に示
す20）．Z-1が標準器，Z10が校正器物のインピーダンスであ
る．この校正では，後に述べる誘導分圧器（Inductive
Voltage Divider：IVD）が重要となっている．これは入力
電圧を高精度に分圧できる装置で，本回路では1－n：n （n

= 1/11）に分圧される．ブリッジバランスの条件は，

（10）

である．Z10 = 1/jωC1，Z-1 = 1/jωC10とかけるので，

図5 共振周波数から見積もられた，1nF標準キャパシタにおけ
る（ΔC/C0）×100の周波数依存性19）
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図6　高周波用4端子対ブリッジ回路20）

（11）

となり，校正器物に値付けがなされる．
Awanらは，本方式における不確かさの主要因として，
①キャパシタンス標準，②測定回路ケーブル，③誘導分
圧器，の三点を挙げている20）．このうち①は既に述べた
周波数特性の見積もりによる．②のケーブルに関しては，
具体的には測定ケーブル自体のインダクタンスや，線間
で生じる相互誘導が高周波での影響が大きい．そこで
Awanらは，極力ケーブルの総延長を短く抑えてブリッジ
を構築した．ブリッジ回路の外観を図7（a）に示す21）．通
常の回路と比較して小さくまとめられている．また図7
（b）のように，線間相互誘導を極力抑制するため，線路

図7 （a）NPLで開発された，高周波用ブリッジ回路の外観21）

（b）同回路において採用された，線間相互誘導を抑制する
装置22）

間の配置が互いに平行にならないように工夫された装置
を利用するなど，測定系における寄生インピーダンスの
除去に努めている22）．③は，後で述べる誘導分圧器であ
る．この分圧比がブリッジによる校正結果を左右するた
め，予め校正され，不確かさ評価がなされていなければ
ならない．Awanらは，高周波帯域で精度よく校正する装
置を構築している23）．
このブリッジを介して1nF校正器物に値付けを行った
結果を図8に示す21）．実線及び点線は，この校正器物自
体を共振周波数測定により見積もった結果である．ブ
リッジを介した結果と不確かさの範囲内で一致しており，
高周波用ブリッジによる校正の妥当性を証明する結果の
一つとなっている．

4.2　Agilent方式

NPL方式では，寄生インピーダンスを見積もるため，
各インピーダンス要素の値を実験的に知り，等価回路計
算により周波数特性を得た．これに対しAgilent 方式で
は，標準器内部をブラックボックス化し，端子からの入
力電圧，電流の値から標準器全体としてのインピーダン
スを見積もることで周波数特性を得ている．
本方式の基礎である4端子対インピーダンス（アドミッ
タンス）は，Cutkoskyにより最初に定義づけられた24）．
Yokogawa－ Hewlett－ Packard（現Agilent Technologies）
のSuzukiはこれに基づき，LCRメータとネットワークア
ナライザを校正装置としたキャパシタンス標準の高周波
化を実現した25）．図9は，4端子対法によるキャパシタン
ス測定回路を概略的に示したものである．点線から右側
がキャパシタンス標準器（ここでは被校正器であるため
DUTとする），左側がLCRメータである．標準器は全て

図8 1nF空気キャパシタにおけるΔC/C（1kHz）の周波数依存
性：平板電極型（■；測定，－；見積もり）及び同軸電極
型（○；測定，……；見積もり）21）

（a）

（b）
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図9 4端子対法によるインピーダンス測定回路26）．
点線が校正面．I2，I3，V3 = 0となるように設計・制御され
ている．

そこで（13）式を以下のように変形する．

（14）

Zii，ZiiSjの意味を図10で説明する．ネットワークアナ
ライザをDUTの i端子に接続する（同軸エアラインは校
正済とする）．i端子以外の3つの端子を全てOPEN状態
で測定されたインピーダンスがZiiである．さらに，j端子
（i≠j）をSHORT状態で測定されたインピーダンスがZiiSj

である．（14）式右辺にある全てのZii，ZiiSjを測定すること
で，Y4TP が求まる．この測定を，周波数を変えて行なう
ことにより，最終的にDUTのインピーダンスの周波数特
性を知ることができる．
しかしながらこの方法による測定には，下記理由によ
り周波数範囲が制限される．
理由Ⅰ：ネットワークアナライザで測定するためには校
正された同軸エアラインが必要．この校正には周波数
が低くなるほど高度な校正技術を要するため，周波数
下限はエアラインの校正能力に依存する．
理由Ⅱ：測定している標準器のリアクタンス（サセプタ
ンス）が容量性でなければならない．キャパシタンス
標準器は，少なくとも1kHz程度の帯域であればリアク
タンスはほぼ容量成分である．しかし高周波化に伴い，
誘導成分が無視できなくなり，共振周波数を経て誘導
性に転じるため，周波数上限は最高でも共振周波数と
なる．
これらの理由からSuzukiらは，Y4TPの周波数特性を40
～60MHz範囲の測定で決定しているが25），この範囲は対
象としているDUT等により異なってくる28）．この周波数
特性をもとに，対象としている10MHz以下の帯域に外挿
を行ない，最後にLCRメータで校正された1kHzの値で

図10 ネットワークアナライザによる校正器物（DUT）のインピー
ダンス測定図及びZii，ZiiSjの定義

同軸回路で構成されている．なお４端子対法は高精度イ
ンピーダンス測定回路としてよく用いられる26）．図9の
ように，HC，HP，LP，LCの各端子には，各々電圧V1，V2，
V3，V4が印加され，電流I1，I2，I3，I4が流れるとする．こ
の場合，V1，V2， V3，V4とI1，I2，I3，I4との関係は普遍的
に次式で表わすことができる．

（12）

ここでZijはインピーダンスの行列要素であり，このイン
ピーダンスの行列表示（Z－matrix）は標準器内部のイン
ピーダンスを意味する．4端子対法では，DUTの電圧と
電流は，HP端子で計測される電圧V2とLC端子で計測さ
れる電流I4で定義される．つまりこの場合のアドミッタ
ンスはY4TP = － I4/V2 となる．また，I2，I3 = 0 及びV3 = 0
が必要条件となる24）．（12）式にこれを適用すると，Y4TP
はZijだけの関数になる．

（13）

ところでMHz～GHz帯域におけるインピーダンス測定
には，ネットワークアナライザが有効であるが，同軸エ
アラインや導波管をDUTとするため基本的に1端子対測
定であり，複数端子対を必要とするZijを測定できない27）．
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規格化を行なう．これがAgilent方式において見積もられ
た周波数特性となる．Agilent方式で見積もられた，1nF
空気キャパシタにおけるΔC/C（1kHz）の周波数依存性
を図11に示す25）．ところでこの手法には，必要な周波数
帯域（1kHz～ 10MHz）で測定を行なっていないという
難点がある．そこで次のような手法を用いて，外挿で見
積もった周波数特性の妥当性を確認している．Yonekura
らは，1nFの4端子対標準空気キャパシタHP16380Aにつ
いて，各構造部材を分解し，個々のインピーダンスを計
測した29）．この値を使い，等価回路計算で周波数特性を
見積もったところ，4端子対法による測定結果と不確か
さ200ppmの範囲で一致することを確認している．

4.3　両方式の比較

ここで，NPL方式とAgilent方式について比較する．寄
生インピーダンス測定範囲の比較について図12に示す．
NPL方式では，現在対象としている周波数範囲で寄生イ
ンピーダンスを測定している．一方Agilent方式では，40
～60MHzの高周波帯域で測定し，対象の周波数範囲へ外
挿している．外挿法によるAgilent方式では，1nF以上の
大容量セラミックキャパシタに対して本手法を適用する
ことができない．セラミックキャパシタは通常，極力周
波数特性が小さいセラミック材料を使用するが，基本的
に周波数依存しない空気キャパシタとは異なり，キャパ
シタンス自体が周波数の関数となる．さらには対象とし
ている周波数付近に誘電異常が存在する可能性も否定で
きない．この理由から，Agilent 方式における寄生イン
ピーダンスの測定は，空気キャパシタに制限される．
次に，標準器（S）から校正器物（DUT）への校正方法
の比較を図12に示す．NPL方式では高周波用ブリッジに

図11 1nF空気キャパシタにおけるΔC/C（1kHz）の周波数依存性25）

図12 寄生インピーダンスの測定範囲及び標準器から校正器物へ
の校正方法の比較

よる比較校正を行う．既に紹介したように，この過程で
は公称値が異なるDUTへの校正が可能であり，セラミッ
クキャパシタを利用した大容量キャパシタの校正が実現
されている．一方，Agilent方式では市販のLCRメータに
よる置換校正を行う．この方式には市販品で校正できる
という利点がある．しかし公称値が異なるDUTへの校正
は不可能であるため，1nF以上の標準キャパシタの校正
を実施することはできない．
両方式の対比について表2にまとめた．NPL方式の高
周波用ブリッジは構築に技術的困難が伴うと予想される
が，NMIJではブリッジ構築の技術が蓄積されており，今
後この方式に基づいてキャパシタンス標準の高周波化を
実現してゆく予定である．その上で，さらなる改善の余
地があればそれを試みる．その一例として，キャパシタ
ンス電極の高品質化が挙げられる．すなわち電極表面の
吸着物がキャパシタンスの周波数特性に影響を与える可
能性は否定できず，製作時の適切な表面，界面処理法に
ついて考慮する必要がある30）．

表2　NPL方式とAgilent方式の対比
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4.4　その他の技術的改善点

4.4.1　誘導分圧器

誘導分圧器（Inductive Voltage Divider：IVD）とは，電
磁誘導の原理を利用して入力電圧を高精度に分圧し出力
する装置の名称である．このため，インピーダンス標準
の校正装置では数多くの誘導分圧器が利用されている．
インピーダンス標準における校正結果は，分圧比にも依
存するため，この分圧比の公称比からのずれおよび不確
かさは評価されていなければならない．現在NMIJでは，
誘導分圧器校正装置を特定標準器として有しているが，
NMIJで実施されている校正の原理および不確かさ評価
に関しては，詳細な技術報告が出版されているのでこれ
に譲る31）．最も基本的な誘導分圧器回路を図13に示す．
入力端に入力電圧を印加すると，巻線から等間隔に引き
出された隣接する2つの出力端間には，電位差Vk－Vk-1（k

＝1, 2, …, N）が出力される．この電位差が精度よく校正
されていれば，入力電圧を精度よく分圧できる．
ここでは，高周波化に適した誘導分圧器の改良につい
て代表的な2点を述べる．

（A）　Two-stage型誘導分圧器

高精度な分圧比を得ることが要求されるインピーダン
ス標準では，Two-stage型と呼ばれる誘導分圧器を利用す
ることが多い32），33）．これは高周波に限らず，誘導分圧器
で普遍的に適用されてきた技術であるが，高精度誘導分
圧器を実現するうえで不可欠であることからここで取り
上げる．
一般に，電磁誘導の原理を利用して昇降圧や分圧を行
なうトランスや誘導分圧器は，一次側（励磁）・二次側巻
線，及び磁束を効率よく受け渡すためのコアが要素と
なって構築されている．これがこれらの装置の理想型で

あるが，実際には一次巻線抵抗 rおよび一次－二次間の
漏れインダクタンスlがあり，高精度が要求されるデバイ
スではこれらを無視することはできない．この場合にお
けるトランスの回路図を図14（a）に示す（n1，n2：1次
側，2次側の巻数）．入力された電圧E1が，トランスを介
して正確に昇降圧され，二次側端子に出力されるのが理
想状態である（E2 = E1n2/n1）が，実際には rと lが寄生イ
ンピーダンスとして働くため，これは実現されない．rと
lによる電圧降下をΔEとすると，

（15）

とかける．ただしz1は一次側巻線の寄生インピーダンス
であり，z1＜＜Z1．従って，二次側で得られる出力電圧E2
は，

（16）

となり，巻数比に対応する理想の電圧比で出力できない．
この問題を解決するために，図14（b）のような回路を
構築する．この回路の一次側は，I1が流れる回路が（a）
と同じで，I2が流れる回路が新たに加えられている．ま
たコアΦ2が加えられている．Φ2によるインピーダンスを
Z3とし，巻線W2，W3，W4，W5の寄生インピーダンスを
各々z2，z3，z4，z5 とする．ただしz1，z2，z3，z4，z5＜＜
Z1，Z3．W1とW3は，同じコアに同じ巻数だけ巻かれてい
るので，両巻線に印加する電圧はE1－ΔEで同じ．これは
z2＋z3＋Z3に印加される電圧が，z1に印加される電圧と

図13　誘導分圧器の基本回路 図14　Two－stage型誘導分圧器回路
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同じΔEであることを意味する．すなわち，

（17）

また入力電圧はEであるから，I1を流れる回路に関し
て，

（18）

が成り立つ．（17），（18）より，

（19）

が導出される．（18），（19）から分かるように，I1を流れる
回路における全インピーダンスは z1＋ Z1であるのに対
し，I2を流れる回路における全インピーダンスは（z1＋Z1）
（z2＋ z3＋ Z3）/z1  ．これらは，

（20）

と関係付けられる．従って両回路を流れる電流の関係は
I2＜＜ I1である．
二次側の出力電圧E2は，

（21）

ただし，（21）の第一項は，コアΦ1の巻線に起因する二次
側電圧，第二項は，コアΦ2の巻線に起因する二次側電圧
である（いずれの項も各々の巻線の寄生インピーダンス
を含む）．従って（21）は，（19）を用いることにより，以下
の様に変形できる．

（22）
ここで（22）の第二項目はz1（z1＋Z1）と（z2＋z3）/（z2
＋z3＋Z3）の乗算と見なせる．z1＜＜Z1及び（z2＋z3）＜
＜Z3であることを考慮すると，（22）は良い近似で，

（23）

と理想的トランスに近い変圧が得られる．
図14（b）の回路は，2つのコアが各々別のトランスを
もち，全体の回路としてトランスは2つである．しかし，
図14（c）のようにすることにより，同等の回路を見かけ
上1つのトランスで実現することができる．
① 最初にコアΦ1に巻数n1の巻線を作る（巻線aとする）．

② aが巻かれたコアΦ1に，コアΦ2を重ねる．
③ 重ねた状態を1つのコアとみなして巻数 n1の巻線を
作る（巻線bとする）．この状態のコアがトランスの
一次側となる．

④ 最後に巻数n2の巻線を作り（巻線cとする），これを
二次側トランスとして出力端を出す．

なお，寄生インピーダンスz1は巻線aに，z2，z3は巻線b
に，z4，z5は巻線cにそれぞれ含まれる．この回路を構築
することにより回路をコンパクトにまとめられる．また，
2つのトランス間を接続する線路が省略されるため，寄
生インピーダンスの抑制にもつながる．
Two-stage型誘導分圧器は，図14（d）に示す回路を構
築することになる．実際の装置では，より高精度を得る
ために，次のような処置を施す．Two－ stage型誘導分圧
器の構造を図15に示す31）．装置はトロイダル形状をして
おり，これはその断面図である．Exciting winding（励磁
巻線）は図14（d）の巻線aに，Ratio winding（分圧比巻
線）は巻線bに，Core1はコアΦ1に，Core2はコアΦ2に
各々該当する．励磁巻線からの漏れ磁束を抑制するため，
励磁巻線と分圧比巻線の間にパーマロイ及び銅製の磁気
シールドが設置されている．パーマロイシールドは，商
用周波数（50，60 Hz）～ 数kHzの周波数帯において漏
れ磁束の遮蔽に有効である．これは，パーマロイが高透
磁率材料であるため，漏れ磁束がシールド内に閉じ込め
られるためである．一方，銅シールドは数kHz以上の高

図15　Two－stage型誘導分圧器の構造31）
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周波帯に対してシールド効果が期待できる．これは，銅
が高導電材料であることに起因して表皮効果が働き，や
はり漏れ磁束がシールド内に閉じ込められるためである．
なお，シールド設置の分だけ装置体積は増大する．これ
は例えば分圧比巻線の長大化につながり，寄生インピー
ダンスをいたずらに増やすことになりかねない．このた
め，銅シールドのみで高精度が満足される高周波帯域で
は，パーマロイシールドは設置しないなど適宜部材を取
捨選択する必要がある．

（B）　ガード設置型誘導分圧器

高精度誘導分圧器では，出力インピーダンスや，負荷
の接続に伴う負荷容量が極力小さくなるように構築され
ている31）．これらは，公称分圧比からのずれと不確かさ
を大きくする一要因となる．1kHz帯域での測定にはこの
対策で十分であるが，高周波化に伴い，これらの影響が
無視できなくなる34）．特に対地容量や巻線間容量の影響
が著しくなる．巻線における巻数の抑制や巻線間隔を大
きくとるなどの対策が採られるが，図16のような誘導分
圧器は，より有望な高周波化の対策となり得る35）．巻線
には同軸ケーブルが使われている．内部導体は普通の分
圧比巻線を担当するが，外部導体はその巻線の電位に最
も近い電位にする．例えばVN-1とVNの端子間の巻線であ
れば，その外部導体はVN-0.5 の電位となる．この｢ガード
電位｣の効果により浮遊容量が抑制され，高周波でも公称
分圧比からのずれと不確かさを小さく抑えることができ
る．

図16 ガードが挿入されたTwo－stage型誘導分圧器：1；励磁巻
線，2；分圧比巻線，A；同軸ケーブル外部導体，B；同軸
ケーブル内部導体

4.4.2　高透磁率コア

各種ブリッジや誘導分圧器において，高透磁率コアは
重要な素子のひとつである．高透磁率，低履歴損失のコ
アを用いることにより，漏れ磁束を極力抑制することが
できる．コア材の主流はパーマロイである．これは
Fe0.74Ni0.26の組成をもつ強磁性合金であり，磁気異方性が
極めて小さいため高透磁率，低履歴損失を示す36）．とこ
ろが近年ではこれを凌駕するコア材が数多く開発される
ようになった．そのひとつであるアモルファス磁性体は，
非晶質体という特性上，結晶磁気異方性は存在せず，組
成選択と材料プロセスを調整することにより，高透磁率
かつ履歴の小さい特性を有する磁性材料を得ることがで
きる．しかし同時に，非晶質体は熱力学的準安定状態と
いう側面も持ち合わせる．この性質は著しい経時変化の
起因となるため，年単位の安定性維持が要求される標準
器・標準装置の構成要素として適切とは言い難い．
Yoshizawaらは，FINEMETと呼ばれるナノ結晶ソフト
磁性材料を開発した37），38）．化学組成はFe74.5-xCuxNb3Si13.5B9
である．この材料は，アモルファス磁性体に勝る高透磁
率，低履歴損失を実現しているうえに，経時変化が非常
に小さい．FINEMETとCo基アモルファスにおける比透
磁率の時間依存性を図17に示す39）．これは100℃で測定
された結果であるが，アモルファスは経時に伴い比透磁
率が低下しているのに対し，FINEMETはほとんど変化
しない．この特徴は，Cu，Nb，Bの各元素の存在に起因
する．Fe74.5-xCuxNb3Si13.5B9の主相はFe－Siであるが，この
中にCu，Nb，Bが分散している．最初主相はアモルファ
スの形態をとっているが，この相に対してCuは結晶成長
核の役割を担い，アモルファスの結晶化を促す．ところ
がNb，Bには結晶成長抑制効果があるため，主相の結晶

図17 FINEMET（○）とCo基アモルファス（△）における比透磁率
の時間依存性：温度T=100℃，周波数 f =1kHzで測定39）
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成長はあるサイズで停止する．従ってCu，Nb，Bがナノ
スケールで均一分散されていれば，均一なナノ結晶粒が
安定的に維持されることになり，磁気特性の経時安定性
につながる．

5． 総括

現在NMIJのキャパシタンス標準は，ブリッジを介し
て直流抵抗標準である量子化ホール抵抗から実現されて
いる．この標準により，JEMIC等の登録事業者を通して
産業界のキャパシタンス標準が校正されるが，JCSS認定
校正は1kHzに限定されている．しかし産業界における
MHz 帯域までの高周波標準の需要は少なくないため，
キャパシタンス標準の高周波化が急務となっている．現
在，キャパシタンス標準高周波化の技術として，NPLと
Agilentの二方式があり，これらの技術的要点を紹介し，
その長所，短所について比較検討した．NPL方式の高周
波用ブリッジは構築に技術的困難が伴うと予想されるが，
NMIJではブリッジ構築の技術が蓄積されており，今後
この方式に基づいてキャパシタンス標準の高周波化を実
現してゆく予定である．
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